
経営技術

第三者継承で養豚業に本格参入して
仲間とともに広げる地域農業活性化の輪

―（有）花田養豚場の取り組み―
（公社）新潟県畜産協会 谷 川 昌 行

はじめに

（有）花田養豚場は、長野県境に近い中山

間地域の新潟県十日町市にあり、過去５年に

渡って新潟県畜産協会が経営支援を行ってい

た経営です。冬は積雪量が３mを超える全

国有数の豪雪地帯で、１１月下旬から翌春の３

月中旬頃までは雪に囲まれる一方、夏はさわ

やかな涼風が吹き抜ける高原のような気候に

なります。

市内の畜産農家戸数等は、表１に示すとお

りです。隣接する津南町を含めた「妻有地域」
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❶ セミナー経営技術
第三者継承で養豚業に本格参入して
仲間とともに広げる地域農業活性化の輪
―（有）花田養豚場の取り組み―

（公社）新潟県畜産協会 谷川昌行
❷ 畜産学習室
「畜産経営者のための青色申告の手引き」
改訂のポイント 森税務会計事務所 森 剛一

❸ 行政の窓
農業経営統計調査 報告①
「平成３０年度牛乳生産費」を公表 農林水産省大臣官房統計部
❹（独）農畜産業振興機構からのお知らせ
各種交付金単価の公表について

区 分
乳用牛 肉用牛 豚

戸数 頭数 戸数 頭数 戸数 頭数

新潟県 １９４ ６，７０３ ２１１ １１，３０８ １０６ １７７，０９５

十日町市 ４ １０５ ５ ７９ ６ １０，３２７

独立行政法人 農畜産業振興機構 畜産業振興事業

公益社団法人 中央畜産会
〒１０１―００２１ 東京都千代田区外神田２丁目１６番２号

第２デイーアイシービル９階
TEL 03-6206-0846 FAX 03-5289-0890
URL http://jlia.lin.gr.jp/cali/manage/
E―mail jlia@jlia.jp

（表１）家畜飼養頭数 （単位：戸数・戸、頭数・頭）

（平成３０年２月現在：新潟県農林水産部畜産課調べ）
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は養豚が盛んな地域で、県が進める飼養衛生

管理基準の遵守や安全・安心な畜産物の供給

体制への取り組みなど積極的に参画していま

す。その結果、市内の養豚場で生産された豚

肉が市内の全小中学校の給食に利用される

等、高い評価につながっています。

以下に紹介する本経営は、養豚農家の経営

体質の強化、養豚農家戸数減少の阻止、仲間

づくりの強化等を目的に地域の養豚仲間９名

で昭和６０年に設立した「妻有畜産グループ」

の構成員として、銘柄豚「妻有ポーク」の生

産に加え、幅広い地域活動に積極的に取り組

んでいます。

養豚業を第三者継承

現在、本経営を支える田中兄弟は養豚農家

の出身ではなかったのですが、もともと自宅

と農場が目と鼻の先で、創業家の長男と幼な

じみであったことから、幼少期から豚舎は遊

び場で、自然と養豚に興味を持つようになり

ました。平成９年、兄の真氏（当時１８歳）が

勤めていた工務店を退職し、雇ってもらえな

いかと懇願したことがきっかけで同年に入

社、平成１３年に農場長に就き、平成２３年には

代表取締役を任されました。

創業者は、長男が他産業に就職しており、

養豚業を継がないことが決まっていたことか

ら、一時は廃業も考えていました。しかし養

豚業をしかるべき誰かに託したいという気持

ちが強く、従業員である真氏に経営継承につ

いて打診した結果、真氏は代表を引き継ぐ決

心をし、現在に至っています（表２）。

さらに弟の力氏も平成１４年から同農場に勤

務しており、現在は専務兼農場長を任せられ

ています。双子ならではの不思議な意思の疎

通により、相手への思い、理解の深まりが、

作業効率の向上につながっています（写真

１）。

薬剤に頼らない
安全な豚肉づくり
本経営では、「生後３ヵ月齢以降の抗菌剤

の飼料添加を禁止」という妻有ポークの生産

基準を遵守する他、農場の衛生管理を徹底し

ています。

離乳・肥育豚舎は、豚移動後の洗浄・消

毒・乾燥を徹底するとともに、朝夕の１日２

回、通路消毒と空間消毒を行うことにより、

特に肥育豚舎では以前課題となっていた豚胸

膜肺炎の減少につながるなど効果が出ていま

（写真１）花田養豚場の皆さん（後列左が田中力さん、
右が田中真さん）
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す。

分娩豚舎では、豚房内に入らずに作業する

よう心掛けています。通路を歩いた長靴で豚

房内に入れば、病原菌を広げる可能性がある

との考えから兄弟２人が協力することで、豚

房内に入らなくても離乳子豚の移動が可能に

なっています。

車両の出入り口には、「無断立入禁止」の

看板を設置し、留意事項と連絡先を明記。さ

らに、看板に気付かずに進入してしまう場合

年次 飼養頭（羽）数 経営・活動の内容
S５９年 種雌豚１５０頭 ・法人設立 創設者：丸山隆太氏
S６０年 種雌豚１６０頭 ・妻有畜産グループ設立

S６３年 種雌豚１７０頭 ・繁殖豚舎増築
自動給餌ライン設置

H元年 種雌豚１９０頭
・肥育豚舎新築
自動給餌ライン設置
自動除ふん装置設置

H９年 種雌豚２００頭 ・田中真氏（以下、真氏とする。）が花田養豚場に入社

H１２年 種雌豚２１０頭
・繁殖豚舎増築
自動給餌ライン設置
自動除ふん装置設置

H１３年 種雌豚２１０頭 ・真氏、農場長に就任
H１４年 種雌豚２２０頭 ・田中力氏（以下、力氏とする。）が花田養豚場に入社

H１５年 種雌豚２３０頭
・肥育豚舎増築
自動給餌ライン設置
自動除ふん装置設置

H１６年 種雌豚２３０頭

・クリーンポーク生産農場認定
（畜産安心ブランド生産農場）
妻有畜産グループ全農場が認定
・肥育豚舎増築
自動給餌ライン設置
自動除ふん装置設置

H１８年 種雌豚２３０頭 ・若手養豚生産者グループ「ぶたのしっぽ」設立
定期的に勉強会、研修会を実施

H２０年 種雌豚２３０頭 ・補助事業で画像妊娠診断装置を導入して繁殖成績を改善

H２３年 種雌豚２４０頭

・近隣住民への臭気の配慮として防臭壁（高さ７m）を設置
・真氏が花田養豚場の経営を継承して代表取締役に就任、同時期に妻が就農
・力氏が専務兼農場長に就任
・創設者の丸山隆太氏が会長職に就任（養豚事業から引退）

H２５年 種雌豚２５０頭 ・妻有ポークが丸の内オリンピッグ２０１３でレギュラーシーズン、クライマックスシーズンともに優勝

H２６年 種雌豚２６０頭 ・十日町・津南町若手ファーマーズグループ「ちゃーはん」設立
・ちゃーはんが、里山商品券付きブック「feel field」を発刊

H２８年 種雌豚２５０頭 ・母豚のボディコンディション管理のため、リーンメーター（背脂肪厚測定器）を導入
H３０年 種雌豚２３０頭 ・ちゃーはんが、地域農業紹介フリー誌「Fil Fil」を発刊

H３１年 種雌豚２２０頭 ・空間消毒用コンテナ（資材置場）設置
・繁殖成績の向上による肥育スペースの不足等で計画的に母豚数を減少

R元年 種雌豚２２０頭 ・暑熱対策用の業務用製氷機を導入

（表２）経営・活動の推移
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に備えて、チェーンを張って注意を促してい

ます。

出荷は妻有畜産グループの専用トラックで

行い、入退場時の車両消毒の徹底を図ってい

ます。特に、と畜場に行った後は洗浄・消毒

後、完全に乾燥させるように心がけていま

す。

農場の事務所は病原菌の交差汚染予防のた

めに、農場スタッフ用と外来者用に分け、併

せて長靴の洗い場、消毒槽、消毒マットを設

置しています。

平成３１年３月には外部からの病原菌侵入防

止を目的として、一時的な資材置場（中古コ

ンテナ活用）を設置し、飼料や宅配物を搬入

する業者にはコンテナ内で長靴に履き替えて

から搬入することを義務付け、一定時間の空

間消毒を実施した後、農場スタッフが農場内

に搬入する仕組みにしました（写真２）。

ストレス軽減への取り組み

一般的に行われている子豚の切歯は行って

いません。以前は切歯をしていましたが、単

純に子豚がかわいそうという思いから改善策

を模索したところ、母乳がよく出ている母豚

であれば、子豚同士のケンカも母豚の授乳拒

否もないことが確認できました。その後、母

豚のボディコンディション管理と分娩後ケア

を徹底した結果、切歯をしてもしなくても成

績は変わらないという結論に達しました。平

成２８年には、さらなるボディコンディション

管理の徹底を図るためリーンメーター（背脂

肪圧測定機）を導入しました。ミリ単位で背

脂肪厚を管理し、飼料給与量を微調整するこ

とで母豚の栄養状態が改善され、虚弱母豚の

発生減少につながっています。

離乳・肥育舎は、スペース有効利用の観点

から１豚房１１頭収容の設計で作られていま

す。１腹ごとの移動がしやすいことから、離

乳後の豚は出荷まで１腹飼いを基本とし、群

編成によるストレスを与えないようにしてい

ます。

暑熱対策は一般的な水撒き、送風機やダク

ト等を利用していますが、分娩前や離乳間近

の母豚は特に暑がるため、令和元年５月に業

務用製氷機を導入し、氷で冷やした水を給水

したり、飼料に氷を混ぜたりする取り組みを

始めました。

妊娠診断装置やパソコン管理
データを利活用した繁殖成績の向上
十日町地域家畜指導診療所とのタイアップ

体制により妊娠診断装置を共同利用し、管内

の繁殖成績向上に努めていましたが、共同利

用では使いたいときに使えないことから、平

成２０年に補助事業を活用して農場専用の妊娠

（写真２）搬入物保管倉庫（空間消毒用）
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診断装置を導入し、いつでも診断できる体制

を築きました。

見落としがちになりやすい豚の異動状況や

健康状態等はパソコンで管理しています。正

経
営
概
要

労働力員数
（畜産・２０００hr 換算）

家族構成員 ２．９人
従業員 ２．４人

種雌豚平均飼養頭数 ２１５．４頭
肥育豚平均飼養頭数 １，９２５頭
年間子豚出荷頭数 ０頭
年間肉豚出荷頭数 ４，２３３頭

収
益
性

所得率（構成員） ９．３％
種雌豚１頭当たり生産費用 ６１１，３４２円

生

産

性

繁

殖

種雌豚１頭当たり年間平均分娩回数 ２．２６回
１腹当たり分娩子豚頭数 １２．８３
種雌豚１頭当たり年間分娩子豚頭数 ２９．００
１腹当たり哺乳開始子豚頭数 １１．６０頭
種雌豚１頭当たり年間哺乳開始子豚頭数 ２６．２頭
１腹当たり離乳子豚頭数 １０．０頭
種雌豚１頭当たり年間離乳子豚頭数 ２２．１頭

肥

育

種雌豚１頭当たり年間肉豚出荷頭数 １９．７頭
肥育豚事故率（離乳時からの事故率） ８．４％

肥育開始時
日齢 ２４日
体重 ６kg

肉豚出荷時
日齢 １７８日
体重 １１４kg

平均肥育日数 １５４日
出荷肉豚１頭１日当たり増体重 ０．７０１kg

飼料要求率
農場 ３．５７
肥育豚 ２．９６

枝肉重量 ７３．９kg

販売価格
肉豚１頭当たり平均価格 ３７，３８６円
枝肉１kg当たり平均価格 ４６０円

枝肉規格「上」以上適合率 ４６．７％

項 目 単位 H１９年 H２０年 H２１年 H２２年 H３０年

１腹当たり分娩子豚頭数 頭 １１．０ １１．７ １２．０ １２．２ １２．８

種雌豚１頭当たり年間平均分娩回数 回 ２．１５ ２．２０ ２．２０ ２．２３ ２．２６

１腹当たり離乳子豚頭数 頭 ９．５ ９．４ １０．２ １０．４ １１．６

種雌豚１頭当たり年間離乳子豚頭数 頭 ２０．４ ２０．７ ２２．４ ２３．２ ２６．２

（表３）経営実績（平成３０年）

（表４）コンサル受診による成果実績
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確に記録することで、飼養管理状況を的確に

把握し、それぞれの処置や対応を迅速に行う

ことで、特に繁殖成績の改善につながってい

ます（表３・４）。

働きやすい環境づくり

本農場では、コミュニケーションを通じた

仕事への意欲向上や信頼関係の構築など、創

業者が築いた従業員教育の伝統を現代表が

しっかりと継承し、従業員育成に取り組んで

います。

また、労力的な負担が少なく、女性でも作

業がしやすいように自動給餌ライン、自動除

ふん装置など機械化による省力管理方式が採

用されています。加えて、ウィークリー養豚

を実施することで、従業員の休日確保など、

ゆとりのある養豚経営に努めています。

地域一丸となった取り組み
を実践する養豚経営を展開
養豚農家で組織する十日町市隔離豚舎組合

は、全国的に猛威を振るっていたオーエス

キー病の侵入を防止するため、平成元年に外

部導入豚に対する隔離豚舎を設置し、検疫等

の防疫対策に取り組んできました。その結

果、県内はおろか全国的にも稀なオーエス

キー病・PRRS 清浄地域となっており、この

ことが、子豚期から出荷まで抗生物質無添加

飼料による飼養を可能とする衛生的な環境を

作りあげています。この先代たちが確立した

地域防疫体制は、田中兄弟をはじめとした地

域の若い世代の後継者に引き継がれ、より強

固なものとなっています。

耕畜連携等の活動

地元の稲作農家、生産組織などへ豚ぷん堆

肥を供給し、資源循環型農業の推進に貢献し

ています。生ゴミや未利用資源の堆肥化施設

である川西有機センターに豚ぷんを供給する

ことで、資源循環型農業の一翼を担っていま

す。

法人設立当初から、臭気対策として農場の

周辺に樹木を植えていましたが、飼養規模の

拡大に伴い、近隣住民から臭気に関する苦情

が出るようになりました。

そのため、平成２３年７月に敷地の周辺（住

民地側）に高さ７mの防臭壁を設置しまし

た。設置後は、臭気の拡散減少とともに、豚

舎を住民の視界から遮断する効果もあり住民

からの苦情はなくなりました。

妻有畜産グループでの
取り組み
代表の真氏は妻有畜産グループの事務責任

者として中心的な存在です。本農場の従業員

のみならず、地域全体の養豚従事者のスキル

アップに取り組んでいます。

特に若い生産者や従業員教育に力を入れて

おり、平成１８年に地域の若手養豚生産者で組

織する「ぶたのしっぽ」という会を作り、消

費者に安全でおいしい豚肉を供給するため、

最新の衛生対策など養豚技術を学ぶ勉強会を

定期的に開催しています。

子供たちに学校給食の材料供給元がはっき

り判るものを食べさせたいとの思いから、学

校給食関係者などを対象として「地産・地消
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視察研修会」等の交流会を開催し、妻有ポー

クの生産に理解を求めてきました。消費者等

を集めての食肉センターや食肉加工施設の視

察を通じて、衛生的な食肉処理と検査体制の

実態を知ってもらい、地元畜産物の利用と地

産・地消について理解向上に努めた結果、現

在では十日町市内の全小中学校の給食で妻有

ポークが採用されています。

平成１２年に設立された地元の肉卸、加工会

社の㈲ファームランド木落は、地元豚肉を

使った商品の開発、製造、販売を行っていま

す。また、十日町農業協同組合の直売所「ベ

ジぱーく」での精肉・加工品販売、観光物産

館食堂でのとんかつ等の提供、加えて十日町

市内の大手スーパーマーケット２店舗、十日

町市外の６店舗（新潟市・長岡市・上越市）

での精肉販売等、地元を越え県内に広く知れ

渡る銘柄豚肉へと成長しています。

仲間とともに広げる
地域農業活性化の輪
平成２６年、十日町市及び隣接する津南町の

若手ファーマーズで、活動グループ「ちゃー

はん」を設立しました。今までバラバラだっ

た若手の養豚農家、米農家、野菜農家などが

「すべての食材がひとつになったら、チャー

ハンが作れるよね」そんな一言から始まった

チームで、ワークショップや田植え・稲刈

り、野菜収穫ツアーなど、消費者交流イベン

トを積極的に開催して地域農業活性化の輪を

広げています。

SNSや冊子を使った
情報発信
田中兄弟は、それぞれがフェイスブックの

アカウントを所有しており、養豚仲間や消費

者等に農場での出来事や妻有ポークのグルメ

情報などを発信しています。

二人が所属する「ちゃーはん」もフェイス

ブックの開設や情報誌を発刊しており、養豚

のみならず地域農業全体の活性化につなげる

べくさまざまな活動を行っています。

将来の方向性について

畜舎の老朽化が目立ち始めているので、一

層の労務改善と作業効率向上が図られるよう

施設の改修を検討しています。改修にあたっ

ては、より衛生的で豚にとってストレスが少

ない環境で飼養可能な施設を整備したいと考

えています。

地域農業のさらなる活性化、仲間との絆を

深めるため、ぶたのしっぽ、ちゃーはんをは

じめとした各種の勉強会や交流会を一層充実

化するとともに、人と人とのつながり、仲間

の大切さ、地域の輪を広げ、「地域には自分

だけではない。自分の判断だけで農場の未来

を決めてしまうのではなく、仲間の声を聞け

る環境を築き切磋琢磨していきたい」と話さ

れました。

（筆者：（公社）新潟県畜産協会
業務課課長補佐・総括畜産コンサルタント）
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森税務会計事務所 森 剛 一

「畜産経営者のための青色申告の手引き」
改訂のポイント

はじめに

このたび、（公社）中央畜産会から「畜産

経営者のための青色申告の手引き―令和元年

分確定申告対応―」が発刊されました。今回

の改訂は、令和元年１０月に消費税の税率が

１０％に引き上げられ、これと同時に軽減税率

制度が実施されたことに対応した点が主な内

容です。

加えて、「畜産経営の安定に関する法律」

（畜安法）の改正により、肉用牛肥育経営安

定交付金（牛マルキン）や肉豚経営安定交付

金（豚マルキン）が法律制度となったことや

集送乳調整金が交付されることとなったこと

に伴う制度内容の変更にも対応しています。

軽減税率制度の実施

消費税率が令和元年１０月１日に８％から

１０％に引き上げられ、これに合わせて消費税

の軽減税率が８％で実施されました。軽減税

率の対象品目は、「酒類・外食を除く飲食料

品」と「週２回以上発行される新聞（定期購

読契約に基づくもの）」です。軽減税率制度

の実施にともない、消費税の税率は軽減税率

（８％）と標準税率（１０％）との複数税率と

なります。畜産経営者などの事業者は、消費

税の申告・納税を行うため、税率の異なるご

とに取引を区分して記帳（区分経理）する必

要があります。

複数税率では「売り手が買い手に対し正確

な適用税率や消費税額等を伝えるための手

段」として適格請求書（インボイス）が必要

とされ、令和５年１０月からインボイス等の保

存が仕入税額控除の要件となります（適格請

求書等保存方式＝インボイス制度）。また、

インボイス制度導入の前段として令和元年１０

月から区分経理に対応した帳簿および請求書

等（区分記載請求書等）の保存が要件となり

ました（区分記載請求書等保存方式）。

軽減税率の対象となる「飲食料品」とは、

食品表示法に規定する食品をいい、人の飲用

または食用に供されるものです。ただし、酒

類や外食・ケータリング等は、軽減税率の対

象に含まれません。農畜産物の多くは軽減税

率の対象品目ですが、肉用子牛のように生体

で販売される家畜は軽減税率の対象とはなり

ません。一方、生体で出荷される家畜でもと

畜解体を委託して食肉市場で枝肉として販売

されるものは軽減税率の対象です。食肉市場

では内臓・原皮も販売されますが、内臓は人

の食用に供されるので軽減税率の対象となる

のに対して、原皮は対象とはなりません。こ
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のため、これまで販売精算書では、内臓・原

皮の販売額がまとめて表示されていました

が、今後は内臓と原皮とに分けて販売額を表

示することになります。

軽減税率の対象となる農産物は、人の食用

として販売したものです。「米」を例にとる

と、人の食用として販売される「主食用米」

は軽減税率の対象ですが、家畜の食用として

販売される「飼料用米」は軽減税率の対象に

はなりません。「種もみ」は稲の栽培用とし

て販売されるもので、軽減税率の対象にはな

りません。また、日本酒は軽減税率の対象に

なりませんが、酒税法に規定する酒類は、軽

減税率の適用対象である「飲食料品」から除

かれるからです。一方、日本酒を製造するた

めの原材料の「酒米」は、酒類ではないので

「飲食料品」から除かれず、人の飲用または

食用に供されるものであることから、軽減税

率の適用対象となります。加工食品の製造に

おいて使用される材料は、基本的には添加物

も含めて「飲食料品」に該当します。

たとえば、酪農家が分娩後の搾乳牛に味噌

汁を飲ませることがありますが、その材料の

味噌をスーパーで買った場合、人に食用とし

て販売されたものですが、たとえ牛の食用に

供したとしても軽減税率が適用されます。

委託販売手数料は、その委託販売に係る農

産物の譲渡が軽減税率の適用対象となる場合

であっても、標準税率の適用対象となりま

す。軽減税率の適用対象となる農産物の送料

や包装代は、別途請求する場合は標準税率の

適用対象となりますが、送料込みとして農産

作 目 対象品目＝軽減税率（８％） 対象外品目＝標準税率（１０％）

水稲 主食用米、酒米 飼料用米、種もみ

野菜 野菜、製菓材料の野菜の種子 栽培用の野菜の種子・苗

果樹 果物 栽培用の果樹の種子・苗木

花卉 食用の花（エディブルフラワー、菜花など） 観賞用の花

観光農園 土産用に販売する果物等 果物狩りの入園料

農産加工 ジャムやジュース、漬物など農産加工品 日本酒［酒類］

農家レストラン 持ち帰り販売の弁当 レストラン内での飲食［外食］、ケータ
リング

畜産 食肉（枝肉を含む）・内臓 家畜の生体、原皮

酪農 生乳、枝肉として販売される廃用牛 子牛、初妊牛、経産牛

共通 農産物価格に含まれる送料・包装代 別途請求する送料・包装代
販売手数料

（表１） 農業における軽減税率の対象品目と対象外品目
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物価格に含まれる場合は軽減税率が適用され

ます。

簡易課税制度の見直し

軽減税率制度の導入に伴い、平成３０年度税

制改正により、消費税の簡易課税制度につい

て消費税の軽減税率が適用される食用の農林

水産物を生産する農林水産業を第二種事業

（改正前：第三種事業）とし、みなし仕入率

が８０％（改正前：７０％）となりました。簡易

課税制度では軽減税率対象品目は売上税額

（８％）を基準に仕入税額を計算することか

ら、みなし仕入率の７０％を維持すれば仕入税

額が過少に算出されます。このため、消費税

の軽減税率制度の実施に伴い、飲食料品の譲

渡を行う農業について簡易課税制度の事業区

分が第三種事業から第二種事業となり、みな

し仕入率が８０％になりました。

簡易課税制度における事業区分の内容とみ

なし仕入率と農業の留意点は、表２のとおり

です。簡易課税制度では、事業形態により、

第一種から第六種までの６つの事業に区分し

ます。仕入税額控除の計算において、それぞ

れの事業の課税売上高に対し、たとえば、第

三種事業については７０％、第四種事業につい

ては６０％のみなし仕入率を適用して仕入控除

税額を計算します。軽減税率の適用対象とな

る課税売上げについては、標準税率（１０％）

ではなく軽減税率（８％）による課税売上げ

に係る消費税を基礎として仕入税額控除を計

算することになります。事業者が行う事業が

第一種事業から第五種事業までのいずれに該

当するかの判定は、原則として、その事業者

が行う課税売上げ（課税資産の譲渡等）ごと

に行います。

飲食料品の譲渡を行う農業については簡易

課税制度の事業区分が第二種事業になります

が、食品製造業は第三種事業のまま事業区分

の変更はありません。農業者が自ら生産した

農産物を加工していて食料品製造業に該当す

事業区分 率 対象事業 農業関連の留意点

第一種事業 ９０％ 卸売業（他の者から購入した商品をその性質、形状
を変更しないで他の事業者に対して販売する事業）

事業者への仕入販売

第二種事業 ８０％ 小売業（他の者から購入した商品をその性質、形状
を変更しないで販売する事業で第一種事業以外のも
の）
軽減税率が適用される農林漁業

消費者への仕入販売

令和元年１０月以降

第三種事業 ７０％ 軽減税率が適用されない農林漁業、製造業ほか 副産物、加工品含む

第四種事業 ６０％ 飲食店業、加工賃等よる役務提供、固定資産の売却 農作業受託、生物の売却

第五種事業 ５０％ サービス業

第六種事業 ４０％ 不動産業 アパート賃貸は非課税

（表２）消費税の簡易課税制度の事業区分とみなし仕入率
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る場合であっても、これまでは食料品製造業

も農業と同じ第三種事業に該当していたの

で、厳密に区分する必要はなかったが、軽減

税率制度の実施後は、簡易課税制度において

食料品製造業と農業とを区分する必要があり

ます（注）。

（注）消費税法基本通達１３－２－４（第

三種事業、第五種事業及び第六種事業の

範囲）で は、「令 第５７条 第５項 第３号

《事業の種類》の規定により第三種事業

に該当することとされている農業（中

略）の範囲は、おおむね日本標準産業分

類（総務省）の大分類に掲げる分類を基

礎として判定する。」としている。ま

た、日本標準産業分類［大分類A－農

業、林業／総説／農業又は林業と他産業

との関係／（１）農家又は林家で製造活

動を行っている場合］では、「主として

自家栽培した原材料を使用して製造、加

工を行っている場合は農業又は林業の活

動とする。ただし、同一構内に工場、作

業所とみられるものがあり、その製造活

動に専従の常用従業者がいるときは農業

又は林業の活動とはしない。」としてい

る。

経営安定交付金制度の改正

「畜産経営の安定に関する法律」が改正さ

れて、牛マルキン、豚マルキンともに法律に

基づく制度となり、標準的販売価格が標準的

生産費を下回った場合に、その差額の９割を

交付金として交付する制度となりました。

制度改正により正式名称が変更され、牛マ

ルキンは肉用牛肥育経営安定特別対策事業か

ら肉用牛肥育経営安定交付金制度に、豚マル

キンは養豚経営安定対策事業から肉豚経営安

定交付金制度になりました。また、豚マルキ

ンについては交付金による補填の対象が粗収

益と生産コストの差額の８割から標準的販売

価格と標準的生産費の差額の９割に引き上げ

られました。

また、加工原料乳生産者補給金制度につい

て、指定生乳生産者団体に販売委託する生産

者に限られていた加工原料乳生産者補給金の

交付対象を拡大し、計画的に乳製品向けに仕

向ける全ての生産者を対象とする一方で、一

定の地域から集送乳を拒まずに行う事業者

（指定生乳生産者団体）に販売委託する生産

者には加工原料乳生産者補給金と併せて集送

乳調整金を交付することとなりました。

（筆者：森税務会計事務所代表、
（一社）全国農業経営コンサルタント協会

会長、税理士）
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畜産経営の発展を図るためには、記帳に基づく経営管理の一層の
改善および合理化が求められます。本書は、好評を博した平成
15年版以降改訂を重ね、今般大幅な見直しを行った改訂版で、
各種奨励金・補てん金、肉用牛免税等優遇税制や共済金・共済
掛金等の経理処理といった最新の事業制度にも対応。畜産経営
者・経営指導者必携の一冊です。

【主な内容】
第１章 青色申告の制度：第１節　青色申告とは、第２節　青

色申告のできる者、第３節　青色申告の特典、第４節　
青色申告の手続き、第５節　備え付けるべき帳簿類、第
６節　消費税の概要

第２章 畜産経営の簿記記帳実務：第１節　簿記記帳の基礎知
識、第２節　記帳から決算までの流れと仕組み、第３節
　勘定科目、第４節　単式簿記から複式簿記への切り
替え方法、第５節　留意すべき期中の取引

第３章 決算と確定申告：第１節　決算整理、第２節　決算書
の活用、第３節　青色申告決算書の作成、第４節　確
定申告の作成、第５節　消費税申告書の作成

第４章 事業継承と法人化の税務：第１節　事業継承の税務、
第２節　法人化の税務

参考資料 確定申告書Ｂ記入例等

図書のご案内
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行政の窓行政の窓

農業経営統計調査 報告①
「平成３０年度牛乳生産費」を公表

農林水産省大臣官房統計部

農林水産省大臣官房統計部は１２月６日、平成３０年度牛乳生産費、肉用牛生産費、肥

育豚生産費を公表しました。今回は、牛乳生産費について報告します。

牛乳生産費

農業経営統計調査の牛乳生産費統計は、牛

乳の生産コストを明らかにし、加工原料乳生

産者補給金の算定、経営改善対策の資料等を

整備することを目的としている。

１．調査の対象

本調査は、２０１５年農林業センサスにもとづ

く農業経営体のうち、世帯による農業経営を

行い、搾乳牛１頭以上飼養し、生乳を販売し

た経営体（個別経営）を対象に実施した。

なお、「経営体（個別経営）」は２０１５年農林

業センサスにおける農業経営体のうち、世帯

による農業経営を行う経営体のことを指して

いる。

２．調査事項

牛乳の生産活動を維持・継続するために投

入した費目別の費用、労働時間等。

３．調査方法

調査は、調査票（現金出納帳・作業日誌お

よび経営台帳）を調査対象経営体に配布し、

これに日々の生産資材の購入、生産物の販

売、労働時間、財産の状況等を調査対象経営

体が記帳する自計調査の方法を基本とする。

職員または統計調査員による調査対象経営体

への面接調査の併用によって行った。

また、希望する調査対象経営体において

は、牛資産の異動状況等の管理について、

（独）家畜改良センター所管の牛個体識別台

帳データを活用した。

図１ 主要費目の構成割合（全国）
（搾乳牛１頭当たり）

2020.1.20 No.362 畜産会経営情報 Japan Livestock lndustry Association

１３



区 分
搾乳牛１頭当たり 生乳１００㎏当たり（乳脂肪分３．５％換算乳量）

実 数 対前年度増減率 実 数 対前年度増減率
生 産 費 円 ％ 円 ％
物 財 費 ７４９，２１１ ５．８ ７，７２６ ３．６
労 働 費 １６８，８４７ △ ０．２ １，７４１ △ ２．４
費 用 合 計 ９１８，０５８ ４．６ ９，４６７ ２．５
生 産 費 （ 副 産 物 価 額 差 引 ） ７３６，４３６ ３．４ ７，５９４ １．３
支 払 利 子 ・ 地 代 算 入 生 産 費 ７４３，９０３ ３．３ ７，６７１ １．１
資本利子・地代全額算入生産費 ７８２，４３５ ３．４ ８，０６８ １．２

区 分 単位 平成２９年度
３０

対前年度増減率
実 数 構成割合

搾 乳 牛 １ 頭 当 た り ％ ％
物 財 費 円 ７０８，０１７ ７４９，２１１ ８１．６ ５．８
うち飼 料 費 〃 ３９２，１５５ ４０２，００９ ４３．８ ２．５
乳 牛 償 却 費 〃 １４３，６７４ １６４，３１５ １７．９ １４．４
農 機 具 費 〃 ３７，８５２ ３９，６３２ ４．３ ４．７
獣 医 師 料 及 び 医 薬 品 費 〃 ２８，２０９ ２９，５１０ ３．２ ４．６

労 働 費 〃 １６９，２５５ １６８，８４７ １８．４ △ ０．２
費 用 合 計 〃 ８７７，２７２ ９１８，０５８ １００．０ ４．６
副 産 物 価 額 〃 １６５，１９１ １８１，６２２ － ９．９
生産費（副産物価額差引） 〃 ７１２，０８１ ７３６，４３６ － ３．４
支払利子・地代算入生産費 〃 ７２０，４０６ ７４３，９０３ － ３．３
全 算 入 生 産 費 〃 ７５７，０４３ ７８２，４３５ － ３．４

生乳１００㎏当たり（乳脂肪分３．５％換算乳量）
全 算 入 生 産 費 円 ７，９７２ ８，０６８ － １．２
１経営体当たり搾乳牛飼養頭数 頭 ５５．５ ５６．４ － １．６
１ 頭 当 た り 投 下 労 働 時 間 時 間 １０４．０２ １０１．４８ － △ ２．４

区 分
搾乳牛
１頭当たり
全算入生産費

生乳１００㎏当たり
（乳脂肪分３．５％換算乳量）

全算入生産費

搾乳牛
１頭当たり
生乳価額

搾乳牛
１頭当たり
投下労働時間

円 円 円 時間
平成２１年度 ７２５，７７３ ７，９１２ ７３８，５６９ １０８．１８

２２ ７１６，５２９ ７，９５９ ７１５，１０１ １０７．０９
２３ ７２９，１３７ ８，０８０ ７２６，０５０ １０５．２４
２４ ７３７，９６２ ８，０８８ ７４６，８０４ １０４．９５
２５ ７５３，５３５ ８，２４７ ７５９，４２２ １０４．６８
２６ ７６５，９２４ ８，２９０ ８１６，８０２ １０４．９４
２７ ７３６，４８０ ７，８１２ ８５８，５４０ １０４．４０
２８ ７３８，３１４ ７，７８７ ８６８，７２７ １０５．７１
２９ ７５７，０４３ ７，９７２ ８８３，５１２ １０４．０２
３０ ７８２，４３５ ８，０６８ ８９５，６７２ １０１．４８

（表１）平成３０年度牛乳生産費（全国）

（表２）牛乳生産費（全国）

◎累年データ
牛乳生産費の推移（全国）

資料：農林水産省統計部「畜産物生産費」

本調査は、２０１５年農林業センサスに基づく農業経営体のうち、世帯による農業経営を行い、搾乳牛を１頭以上飼
養し、生乳を販売した経営体（個別経営）を対象に実施した。
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中央畜産会 経営支援部（情報）公　　益
社団法人

〒101-0021　東京都千代田区外神田2-16-2（第２ディーアイシービル）
TEL 03-6206-0846
E-mail book@jlia.jp URL http://jlia.lin.gr.jp/

FAX 03-5289-0890

農場HACCP様式集
　家畜伝染病の予防と畜産物の安全の確保は、畜産物の生産を行う上で
極めて重要な課題です。
　中央畜産会では、農場HACCPに取り組む関係者の養成を図るため、
農場での構築指導を担う農場指導員を養成する農場指導員養成研修及び
審査員養成研修を実施し、これまでそれぞれ2,435名、716名が受講し
ています。また、平成30年７月には200を超える農場が農場HACCPの認
証を取得しています。そして、これらの認証取得支援及び認証審査を通じ
て多くのノウハウが蓄積されてきました。
　このノウハウを基に、今後農場HACCPの認証を目指す畜産農家の円滑
な構築活動の一助とするため、農場HACCPの文書・記録に関する様式
集を刊行しました。
　農場HACCPの構築は、文書等の形式を整えることで完結するものでは
ありません。構築した文書を基に、CCPのモニタリング記録をはじめとし
た畜産物の安全性を高める活動と検証を通じて、最終的には生産性の向
上にも繋がるシステムを作り上げることが目標となります。
　本書は、これから農場HACCPの構築を目指す畜産農場等関係者の皆
様の参考としてご活用いただける１冊です。

図書のご案内

A4判152ページ

４．調査対象経営体数

全 国：４３５経営体（うち、集計経営体

数：４１７経営体）

北海道：２３９経営体（うち、集計経営体

数：２２４経営体）

都府県：１９６経営体（うち、集計経営体

数：１９３経営体）

注：調査対象経営体のうち、調査期間中に調

査不能となった調査対象経営体を除いた調査

対象経営体を集計経営体としている。

５．調査結果

平成３０年度の搾乳牛１頭当たり資本利子・

地代全額算入生産費（全国）（以下、「全算入

生産費」という。）は７８万２４３５円で、前年度

に比べ３．４％増加した。

生乳１００㎏当たり（乳脂肪分３．５％換算乳量）

全算入生産費は８０６８円で、前年度に比べ

１．２％増加した。

搾乳牛１頭当たりの費用合計は９１万８０５８円

で、主要費目の構成割合をみると、飼料費が

４３．８％、労働費が１８．４％、乳牛償却費が

１７．９％を占め、この３費目で８０．１％となっ

た。また、１頭当たり投下労働時間は１０１．４８

時間で、前年度に比べ２．４％減少した。
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（（独独））農農畜畜産産業業振振興興機機構構かかららののおお知知ららせせ

算出の区域 肉用牛１頭当たりの
標準的販売価格

肉用牛１頭当たりの
標準的生産費

肉用牛１頭当たりの
交付金単価（概算払）※ 算出の区域 肉用牛１頭当たりの

標準的販売価格
肉用牛１頭当たりの
標準的生産費

肉用牛１頭当たりの
交付金単価（概算払）※

北海道 １，１９６，６６６円 １，１９６，４６８円 － 石川県 １，４００，８６１円 １，２１７，６７２円 －

青森県 １，２０７，４６８円 １，１６１，８１４円 － 福井県 １，３６４，８７６円 １，２２３，５５５円 －

岩手県
（日本短角種を除く） １，２２５，４１１円 １，１８３，７０２円 －

愛知県 １，２０９，９２６円 １，１６６，６９７円 －

鳥取県 １，３１８，０６０円 １，２０６，８５７円 －

岩手県
（日本短角種） ７８９，７３３円 ７３９，０４３円 －

島根県 １，１８３，３８１円 １，２０４，８３３円 １５，３０６．８円

岡山県 １，１９１，３７６円 １，１８９，９６２円 －

宮城県 １，２６９，０１２円 １，２００，９６０円 － 広島県 １，１９８，２８４円 １，２１０，８３４円 ７，２９５．０円

秋田県 １，２４８，５４６円 １，１６４，３６３円 － 山口県 １，２０９，６６０円 １，２１１，６７３円 －

福島県 １，２６８，１２０円 １，２１６，９７０円 － 香川県 １，２７４，７４８円 １，１９５，３１１円 －

茨城県 １，２３９，４９５円 １，２１７，１４５円 － 愛媛県 １，２２２，１７２円 １，１７７，８２７円 －

栃木県 １，２５４，１７７円 １，１９３，０４７円 － 福岡県 １，１７２，３１５円 １，２２２，８７７円 ４１，５０５．８円

群馬県 １，２３４，２６８円 １，１６７，５６１円 － 佐賀県 １，２１５，０２９円 １，２２９，１６７円 ８，７２４．２円

埼玉県 １，２４３，９２４円 １，１８７，２１６円 － 長崎県 １，２１５，３７６円 １，２１９，５９５円 －

千葉県 １，２４８，３８０円 １，２０８，９７２円 － 熊本県 １，２０１，６２８円 １，１７５，００６円 －

神奈川県 １，２１８，１４６円 １，１１９，３１４円 － 大分県 １，１１８，４００円 １，２２９，３７２円 ９５，８７４．８円

山梨県 １，１８７，５７２円 １，２０４，４２６円 １１，１６８．６円 宮崎県 １，２３５，４１８円 １，２２４，７７８円 －

長野県 １，２４２，４３０円 １，２１８，７７３円 － 鹿児島県 １，２４４，８００円 １，２４３，８７４円 －

静岡県 １，２６０，２０６円 １，２２２，５９７円 － 沖縄県 １，１２６，５７２円 １，１６６，３２６円 ３１，７７８．６円

新潟県 １，２８４，４２６円 １，１７１，７９７円 － 二以上の
都道府県の区域 １，３５３，０２０円 １，２４０，３７４円 －

富山県 １，４４０，４４４円 １，２２８，４０７円 －

（表１）肉専用種の交付金単価（概算払）

各種交付金単価の公表について

１．肉用牛肥育経営安定交付金（牛マルキン）〔令和元年１１月分〕

（独）農畜産業振興機構は、令和元年１１月に販売された交付対象牛に適用する畜産経営の安定
に関する法律（昭和３６年法律第１８３号）第３条第１項に規定する交付金について、肉用牛肥育経
営安定交付金交付要綱（平成３０年１２月２６日付け３０農畜機第５２５１号）第４の６の（５）のオの規定
および同（５）のカの規定により準用する同（１）から（４）までの規定に基づき標準的販売価
格および標準的生産費ならびに交付金単価を表１および表２のとおり公表しました。
なお、当該交付対象牛に係る交付金の交付については、概算払いを行います。標準的生産費お

よび交付金単価の確定値については、令和２年２月上旬に公表する予定です。
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内容

肉用牛１頭当たりの標準的販売価格 肉用牛１頭当たりの標準的生産費 肉用牛１頭当たりの交付金単価（概算払）※
交雑種 ７５４，７２０円 ７５５，１１６円 －
乳用種 ４６０，９１４円 ５２０，６１０円 ４９，７２６．４円

（表２）交雑種・乳用種の交付金単価（概算払）

※肉用牛１頭当たりの交付金単価（概算払）は、肉用牛１頭当たりの標準的生産費と肉用牛１頭当たりの標準的販売
価格との差額に１００分の９０を乗じた額から４，０００円を控除した額

算出期間 平成３１年４月から令和元年１２月まで

肉豚１頭当たりの標準的販売価格 ３７，５９５円／頭（①）

肉豚１頭当たりの標準的生産費 ３３，９７２円／頭（②）

肉豚１頭当たりの交付金単価（参考） － （①＞②のため概算払なし）

（表３）肉豚経営安定交付金単価について

２．肉豚経営安定交付金（豚マルキン）〔令和元年度第１～３四半期〕

（独）農畜産業振興機構は、平成３１年４月から令和元年１２月までの算出期間（令和元年度第１～
３四半期）における、畜産経営の安定に関する法律（昭和３６年法律第１８３号）第３条第１項に規
定する交付金については、肉豚経営安定交付金交付要綱第４の５の（５）の規定により算出した
見込みの標準的販売価格および同規定により算出した見込みの標準的生産費をそれぞれ下記のと
おりとなり、前者が後者を上回ったことから、概算払はありません。
なお、今回の算出期間における確定値については、２月上旬に公表する予定です。
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